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（目的） 

第１条 この要綱は障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するため

の法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）に規定する短期

入所及び共同生活援助を利用する者に対し、法第２９条第１項の規定による

介護給付費及び訓練等給付費（以下「給付費」という。）の支給について、

本区の実情を勘案し、必要な額を加算することにより、障害福祉サービスの

利用を促進し、もって福祉の向上を図ることを目的とする。 

 

（対象者） 

第２条 この要綱による給付費の加算等の対象となる者（以下「対象者」とい

う。）は、次の各号のいずれかのサービスを法第１９条の規定により 飾区

が支給決定した者とする。 

（１）法第５条第８項に規定する短期入所 

（２）法第５条第１７項に規定する共同生活援助 

 

（補助の条件） 



第２条の２ この要綱に基づく助成は、助成の対象となる短期入所及び共同生

活援助を行う事業所ごとに、以下の条件をいずれも満たしている場合に助成

するものとする。 

（１）福祉サービス第三者評価の受審 

ア 福祉サービス第三者評価を３年に１回受審すること。この場合において、

３年の起算日は、最後に福祉サービス第三者評価の受審を完了した月の翌

月１日とする。 

イ アの規定は、平成３０年４月１日以降新たに指定（指定更新を除く。）

を受けた事業所については、指定日から３年間は適用しない。 

ウ 受審が完了せずに３年を経過した場合は、起算日から３年を過ぎた月か

ら受審が完了した月までのサービス提供分について、助成を受けることが

できない。 

（２）外部研修等受講（共同生活援助に限る。） 

ア 前年度に、事業所全体で一定数以上の世話人又は生活支援員が、当該共

同生活援助（以下「グループホーム」という。）を運営している法人以外

の者による外部研修等を受講すること。この場合において、「一定数以上」

とは事業年度の前年度の４月１日時点の事業所の定員数を３０で除した

数（小数点以下切り上げ）とし、また、「外部研修等」とは運営法人以外

の者が当該グループホームの事業所外又は事業所内で実施する研修であ

り、主として障害理解に関する内容の研修とする。 

イ アの規定は、平成３０年４月１日以降新たに指定（指定更新を除く。）

を受けた事業所については、指定日を含む年度及びその翌年度は適用しな

い。 

ウ アの規定を満たさない場合は、翌年度のサービス提供分について助成を

受けることができない。 

エ グループホーム運営事業者は、ユニットごとに、勤務している世話人又

は生活支援員のうち１人以上が、年に１回以上外部研修等を受講するよう

努めること。 

（３）事業計画の作成等 
事業を運営するに当たり、具体的な事業内容を記載した事業計画をあら

かじめ作成し、事業内容に変更が生じた場合は、適宜更新を行っているこ

と。また、新たに指定を受ける場合や事業内容のうち定員に変更が生じる

場合は、原則、指定権者に事業計画を提出すること。 
（４）書類の保存 

第１号及び第２号に係る書類を５年間保存すること。なお、第１号から

第３号に係る書類について、区長から求めがあった場合は、これを速やか

に提出すること。 



 

（加算額） 

第３条 第２条第１号に規定するサービスに係る給付費の加算額は、別表１の

とおりとする。 

２ 第２条第２号に規定するサービスに係る給付費の加算額は、次の各号に掲

げる金額の合計とする。 

（１）別表２－１－２に掲げる単価に東京都障害者グループホーム支援事業取

扱要領(平成２１年５月２１日２０福保障居第３９８５号。以下この項に

おいて｢都要領｣という。)第７条第１項第２号に基づき算定する日数（以

下「基準日数」という。）を乗じて得た額とする。 

（２）第２条第２号に規定するサービスに係る夜間支援体制における加算額は、

別表２－２に掲げる単価に基準日数を乗じて得た額から基準告示に基づ

く訓練等給付費のうち夜間支援等体制加算Ⅰまたは夜間支援体制等加算

Ⅱ分を控除した額とする。 

（３）法第５条第１７項に規定するグループホームのうち、都要領第２条に規

定する通過型グループホーム（都要領第５条の規定により認定を受けたグ

ループホームであって、知事等による指定を受けたサテライト型住居を除

く。以下「通過型グループホーム」という。）の加算額（以下「通過型加

算」という。）は、別表２の２に掲げる日額単価に基準日数を乗じて得た

額とする。 

（４）入居者が通過型グループホーム（ 飾区内に所在の場合に限る。）を退

去した場合の加算額は、別表２－１－２に掲げる単価表の各類型第７条

（２）エ、オ、カ（区分１以下）の欄の額及び通過型加算を当該退去した

日から３か月経過した日の属する月の末日までの日数を乗じて得た額と

する。 

 

（家賃助成） 

第４条 区長は、グループホームの入居者（都要領第２条に規定する滞在型に

入居している知的障害者、身体障害者又は治療方法が確立していない疾病そ

の他の特殊の疾病であって政令で定めるものによる障害の程度が厚生労働

大臣が定める程度である者（以下「難病患者等」という。）に限る。）であっ

て１８歳以上であるものの所得の状況に応じて、入居者が支払った家賃の一

定額を別表２－２の基準により助成することができる。ただし、生活保護対

象者で住宅扶助受給者は、除くものとする。 

（１）家賃助成の対象となる者は、法第５条第１７項の共同生活援助及び 飾

区知的障害者生活寮運営要綱第３条により指定された生活寮の施設入居

者とする。 



（２）家賃助成を受けようとする者は、所得を証明する書類等を添付して、家

賃助成申請書兼請求書（第１号様式）により区長に申請しなければならな

い。 

（３）区長は、前号の申請があったときは、その内容を審査し、家賃助成が適

当と認めるときは、家賃助成承認書（第２号様式）により、不適当と認め

るときは、家賃助成不承認書（第３号様式）により、当該申請をした者に

通知するものとする。 

（４）区長は、前号の規定により助成の承認を通知した者に対し、助成を行う

ものとする。 

 

（精神障害者又は通過型の入居者の施設借上費の助成） 

第５条 区長は、東京都内のグループホームに対し、利用者（精神障害者又は

通過型の入居者に限る。）が居住する居室の家賃等として施設借上費を助成

するものとし、別表２－２の基準を標準として算定する。 

２ 区長は、通過型グループホーム（次のイ・ウについては葛飾区内の通過型

グループホームに限る。）に対し、施設借上費として別表２－２の基準によ

り 次に掲げるところにより算定する。 

ア 入居者が入院した居室の家賃、更新料及び礼金 

入居者が入院し、６か月以内に退院が見込まれる場合は、６か月経過し 

た日の属する月の末日まで算定する。 

イ 入居者が退去した居室の家賃、更新料及び礼金 

入居者が退去した日から３か月経過した日の属する月の末日まで算定す

ることとする。 

ウ 交流室の家賃、更新料及び礼金 

交流室１室分を算定する。 

 

（精神科医療連携体制加算に対する助成） 

第６条 精神科医療連携体制に対する助成に係る精神科医療連携体制加算は、

次を標準として算定するものとする。 

（１）算定は月単位とし、その額は別表２－２に掲げる日額単価に基準日数を

乗じて得た額とする。 

（２）対象者は、精神障害者として支給決定を受けている利用者とする。 

（３）以下の要件を全て満たしていること。 

ア 月１回以上、対象となる利用者が診療を受けている精神科医療機関との

連携を行い、その記録を作成すること。 

イ 利用者の状態を把握できるよう、適宜、ヒアリング等を行うこと。 

ウ ア及びイに係る記録を５年間保存し、 飾区から求めがあった場合は、



これを速やかに提出すること。 

 

（対象者が負担する額） 

第７条 第３条に掲げる加算額（以下「加算額」という。）の給付を受ける場

合であっても、第２条各号に規定するサービスを利用するときの対象者が負

担する額は、法第２９条第３項第２号に規定する金額とする。 

 

（給付の方法） 

第８条 対象者に対する加算額等の給付及び助成（第４条に規定する家賃助成

を除く。）は、第２条各号に規定するサービスを提供した事業者（以下「サ

ービス提供事業者」という。）に対して行うものとする。 

 

（給付の申請等） 

第９条 サービス提供事業者は、第３条、第５条及び第６条の加算額等の申請

をするときは、介護給付費・訓練等給付費加算分の請求書（第４号様式及び

第５号様式）に介護給付費・訓練等給付費加算分明細書（第６号様式、第７

号様式及び第８号様式）を添えて、区長に提出するものとする。 

２ 区長は、前項の規定による申請があったときは、これを審査し、適当であ

ると認めるときは、サービス提供事業者に加算額等を支払うものとする。 

 

（委任） 

第１０条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、福祉部長が別に定め

る。 

 

付 則 

この要綱は、平成１９年３月３０日から施行し、平成１８年４月１日から適

用する。 

 

付 則 

 この要綱は、平成２０年３月２９日から施行し、平成１９年４月１日から適

用する。 

 

付 則 

 この要綱は、平成２１年１２月２日から施行し、平成２１年４月１日から適

用する。 

 

付 則 



 この要綱は、平成２３年９月３０日から施行し、平成２３年１０月１日から

適用する。 

 

付 則 

この要綱は、平成２５年３月１日から施行し、平成２４年４月１日から適用

する。 

 

付 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

 

付 則 

 この要綱は、平成２６年５月１５日から施行し、平成２６年４月１日から適

用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２７年４月２８日から施行し、平成２７年４月１日から適

用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成２８年３月３０日から施行し、平成２８年４月１日から適

用する。 

 

附 則 

 この要綱は、平成３０年６月５日から施行し、平成３０年４月１日から適用

する。 

 

附 則 

 この要綱は、決定の日から施行し、平成３１年１月１日から適用し、平成 

３０年１２月３１日以前のサービス提供に係る加算等については別表２－1－

１に基づき従前の例によることとする。ただし、次の各号に掲げる規定は、当

該各号に定める日から適用する。 

（１）第２条の２第１号ア及びウの規定 令和３年４月１日 

（２）第２条の２第２号ア及びウの規定 令和２年４月１日 

 

附 則 

この要綱は、令和３年５月１９日から施行し、令和３年４月１日から適用す

る。 



附 則 
この要綱は、令和３年１２月２２日から施行し、令和３年１２月１日から適

用する。 
 

   附 則 
 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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別表３ 
 
 

家賃助成算定基準 
 
（１） 所得額は、入居者の収入月額（収入として認定しないものに該当するもの

を除く。）から必要経費を控除した額とする。 
（２） 収入は、次のものをいう。 

ア 所得税法（昭和４０年法律第３３号）第２６条第１項に定める不動産所得、

第２８条 第１項に定める給与所得及び第３３条第１項に定める譲渡所得 
イ 児童扶養手当法（昭和３６年法律第２３８号）第３条第２項に定める公的

年金給付 
ウ 国及び地方自治体が支給する各種手当及び交通費給付 

（３） 収入として認定しないものは、次のものをいう。 
 地方公共団体又はその長が支給する福祉的給付金のうち、支給対象者１人

につき１７，０００円以内の額（月額） 
（４） 必要経費は、次のものをいう。 

ア 社会保険料 
イ 所得税 
ウ 地方税 
エ 交通費 
オ 基礎控除 
（２）の収入から（３）を差し引いた額を基に、別表４「基礎控除額表」に

より算出した額 



別表４

（単位：円）

控除額 控除額 控除額

0 ～ 15,000 収入額と同額 91,000 ～ 94,999 22,800 175,000 ～ 178,999 31,200

15,001 ～ 15,199 収入額と同額 95,000 ～ 98,999 23,200 179,000 ～ 182,999 31,600

15,200 ～ 18,999 15,200 99,000 ～ 102,999 23,600 183,000 ～ 186,999 32,000

19,000 ～ 22,999 15,600 103,000 ～ 106,999 24,000 187,000 ～ 190,999 32,400

23,000 ～ 26,999 16,000 107,000 ～ 110,999 24,400 191,000 ～ 194,999 32,800

27,000 ～ 30,999 16,400 111,000 ～ 114,999 24,800 195,000 ～ 198,999 33,200

31,000 ～ 34,999 16,800 115,000 ～ 118,999 25,200 199,000 ～ 202,999 33,600

35,000 ～ 38,999 17,200 119,000 ～ 122,999 25,600 203,000 ～ 206,999 34,000

39,000 ～ 42,999 17,600 123,000 ～ 126,999 26,000 207,000 ～ 210,999 34,400

43,000 ～ 46,999 18,000 127,000 ～ 130,999 26,400 211,000 ～ 214,999 34,800

47,000 ～ 50,999 18,400 131,000 ～ 134,999 26,800 215,000 ～ 218,999 35,200

51,000 ～ 54,999 18,800 135,000 ～ 138,999 27,200 219,000 ～ 222,999 35,600

55,000 ～ 58,999 19,200 139,000 ～ 142,999 27,600 223,000 ～ 226,999 36,000

59,000 ～ 62,999 19,600 143,000 ～ 146,999 28,000 227,000 ～ 230,999 36,400

63,000 ～ 66,999 20,000 147,000 ～ 150,999 28,400 231,000 ～

67,000 ～ 70,999 20,400 151,000 ～ 154,999 28,800

71,000 ～ 74,999 20,800 155,000 ～ 158,999 29,200

75,000 ～ 78,999 21,200 159,000 ～ 162,999 29,600

79,000 ～ 82,999 21,600 163,000 ～ 166,999 30,000

83,000 ～ 86,999 22,000 167,000 ～ 170,999 30,400

87,000 ～ 90,999 22,400 171,000 ～ 174,999 30,800

収入金額が231,000
円以上の場合は、
収入金額が4,000増
加するごとに400円
増加

基　礎　控　除　額　表

収入金額（月額）別区分 収入金額（月額）別区分 収入金額（月額）別区分


